
平成２８年度農地土壌炭素貯留等基礎調査事業の成果

１．農地土壌炭素調査の背景と目的

背景： 温室効果ガス排出量については、気候変動に関する国際連合枠組条約に基
づき、日本国温室効果ガスインベントリを毎年作成し、国連気候変動枠組条約事務局
に提出することが義務付けられています。

農地土壌に由来する温室効果ガスについても、国際的に定められたガイドラインに
基づき、算定・報告を行う必要があり、特に、2013年以降、温室効果ガスの吸収源とし

て位置づける「農地管理」及び「放牧地管理」による炭素貯留について、条約に基づく
報告を行うために必要となるデータを収集する必要があります。
また、国際社会において2020年以降新たな法的枠組の下で世界全体で地球温暖

化緩和対策を進めていこうとしている状況において、我が国としてもより一層の温室
効果ガス排出量の削減が必要となっています。こうした中で、農業分野においても地
球温暖化緩和対策への貢献を求められています。

目的：上記の状況に対応するため、日本の農地に蓄積されている炭素量を国際的な
基準に基づいて調査し、農地の炭素の蓄積量とその変化をモニタリングし、また堆肥
等の有機質資材の炭素貯留効果を圃場レベルで検証するため、本事業では次の３つ
の調査等を実施しています。
（１）農地管理実態調査
（２）農地管理技術検証
（３）指導・とりまとめ業務

この調査で得られる結果は、全国農地の土壌炭素量変動、温室効果ガス発生量推
定等に関する基礎データになります。また、炭素の蓄積は土壌生産力の維持向上に
も寄与するため、今後も長期的に調査を継続しデータを蓄積していくことが重要です。

土壌は巨大な炭素貯蔵庫：大気の2倍、植生の3倍
→ 農地管理によっては二酸化炭素を農地に貯蔵可能

本調査の成果は、京都議定書などの国連気候変動枠組み条約における温室効果
ガス削減の国際交渉や、農地土壌の炭素と肥沃度増進のための施策に活用され
ています。



農地：都道府県の農業試験研究機関の所内圃場などで、
化学肥料単用、堆肥施用などの処理による栽培試
験を長期継続し、深さ0-30cmの土壌中の炭素・窒
素量の変化や作物生育状況を調査します。精密に
管理された継続試験により、土壌管理が炭素の蓄
積に及ぼす影響を詳しく解析できます。作物や作型
は地域農業の状況に合わせて設定されています。
（※1）

草地：土壌炭素量に関する情報が不足している草地につ
いて、深さ0-30cmの土壌中の炭素量変化や、草地
管理の影響を調査します。（※2）

（※1）農地は全国で74地点、計334処理区を設定

（※2）草地は全国で9地点、計81処理区を設定
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※カッコ内は処理区数。「化肥単用」は
無窒素区も含む。

草地基準点では、土壌炭素量の年変化に対
し、堆肥による炭素投入が増加方向、気温
（高温）が減少方向の効果を持つことが示され
ました。

畑基準点の土壌炭素量は、黒ボク土では堆肥
などの施用で若干の増大が見られ、非黒ボク
土では堆肥の多量施用や炭など炭素貯留処
理で土壌炭素が明確に増大します。

定点調査

全国の一般農家圃場（※）で、深さ0-30cmの土壌中の
炭素・窒素量の変化、堆肥や作物残渣などの有機物の
施用・処理状況を調査します。
調査のポイント
• 現在、土壌の炭素・窒素はどのくらいの量ある？
• 農地では、炭素・窒素は増えている？減っている？
• 堆肥などの有機質資材はどのくらい使われている？
• 堆肥等の有機質資材の炭素貯留効果は？
（※）平成27年度～平成30年度は全国で約3600地点

地目別の代表的土壌群の土壌炭素含量(%)

平成28年度調査

地目別面積あたり炭素量(ton/ha)

調査地点一般農家の圃場を調査

一般農家圃場922地点（予定調査地点の
約4分の1）で深さ0-30cmの面積あたり土
壌炭素量、農地管理などを調査しました。

土壌炭素量については、地目間の差異は本年度も
継続し、前回調査と比較してわずかに高い値を示す
地目はあったが、目立った増減はなかった。

1979年からの定点調査データでは、一部の地目・土壌タイプ

で調査期間中に増加傾向（樹園地の褐色森林土）、減少傾
向（普通畑の黒ボク土の初期）が見られました。

（１）農地管理実態調査



有機物連用効果を加味した
N2O排出係数の算定

肥効調節型肥料による
N2O発生削減効果の調査

平成28年度の主な成果
・有機物連用の4年目においてもN2O発生量の増加が続いていることを明らかにしました。
・被覆硝酸系肥料によりN2O発生量を大幅に削減できる可能性を明らかにしました。

（２）農地管理技術検証

〇温室効果ガスインベントリに必要な排出係数の算定のための調査ならびに温室効果ガスの排出削減策に
有用と考えられる技術の検証を行っています。

農地における温室効果ガスの発生経路
・農地はメタンと一酸化二窒素（亜酸化窒素：N2O）の主要な発生源です。
・水田からは、嫌気条件（酸素が少ない条件）において、わらなどの有機物が微生物に分解されることに
よりメタンが発生しています。

・畑地では化学肥料や有機肥料の窒素が微生物の働きにより変化する過程からN2Oが発生しています。

平成28年度の調査課題
①土壌炭素貯留に効果のある堆肥の施用による、堆肥の連用効果を加味した一酸化二窒素排出量の
調査を行いました。
・豚糞堆肥を4年間連用した結果、堆肥区／化学肥料区のN2O排出係数が年々増加傾向にあることが明
らかになりました。このことは、有機物による連用効果が4年以上続いていることを表しています。連用
効果を明らかにするための試験を継続しています。

②慣行肥料と比較した肥効調節型肥料等による一酸化二窒素排出量の調査を行いました。
・新潟県の圃場において、被覆硝酸系肥料の使用により、N2O発生量を大幅に削減できることを明らかに
しました。
・一方で削減がみられない地域もあったことから、被覆硝酸肥料による削減効果は土壌や排水性により
異なることが示唆されました。



（３）指導・とりまとめ業務 

 

１．目的 

温室効果ガス排出量については、気候変動に関する国際連合枠組条約に基づき、日本国温室効果ガ

スインベントリを毎年作成し、国連気候変動枠組条約事務局に提出することが義務付けられている。農

地土壌に由来する温室効果ガスについても、国際的に定められたガイドラインに基づき、算定・報告を行

う必要がある。 

特に、2013 年以降、温室効果ガスの吸収源として位置づける「農地管理」及び「放牧地管理」による炭

素貯留や水田由来のメタン等農地土壌から排出される温室効果ガスについて、条約に基づく報告を行う

ためにデータ収集が必要となっている。 

また、日本における温室効果ガス総排出量の増加(2012 年度においては対 1990 年比 6.5%増）や、国

際社会において 2020 年以降新たな法的枠組の下で世界全体で地球温暖化緩和対策を進めていこうと

している状況において、我が国としてもより一層の温室効果ガス排出量の削減が必要となっている。こう

した中で、農業分野においても地球温暖化緩和対策への貢献を求められており、農地土壌由来の温室

効果ガスの総合的な排出削減対策について、有用な技術の検証を実施する必要がある。 

さらに、これらの調査や技術検証によって得られた成果を温室効果ガス吸収・排出量の算定に適切に

反映し、我が国の実態に即したインベントリ報告を行っていく必要がある。 

このため、農地土壌温室効果ガス排出量算定基礎調査事業（指導・とりまとめ業務）においては、農地

管理実態調査及び排出削減のための農地管理技術検証の調査・試験方法の指導や精度管理を行うと

ともに、全国の調査・検証結果のとりまとめを行う。 

 

２．事業の内容 

（１）調査方法の指導 

農地管理実態調査用調査マニュアルを作成し、実態調査受託者に配布した。調査法検討会を沖縄

県において開催した。技術検証受託者を対象に農地温室効果ガス評価方法に関する講習会を開催し

た。 

 

（２）調査の精度管理 

実態調査受託者が、マニュアル等所定の方式に従った調査・分析を実施していることを確認するた

め、実態調査受託者から作業の実施・進捗状況や測定値等の報告を 12 月に受けた。技術検証試験

が適切に推進されていることを確認するために、ウェブサイト Wikiを活用し、進捗状況の把握および情

報共有を行った。 

また、標準土壌試料を作成、事業参画機関に配布することにより、事業参画機関の分析精度管理

を行った。 

 

 

 



（３）調査結果の集約・排出量算定報告への反映方法の検討 

農地管理実態調査及び農地管理技術検証により得られた調査結果を、一元的に整理・管理し、農

地及び草地における定点調査及び基準点調査のそれぞれに応じた解析を行うことにより、インベントリ

報告に反映させる方法について検討した。技術検証試験で得られたデータを解析し、とりまとめ方法に

ついて検討を行った。 

 

（４）検討会の開催 

有識者が参加する検討会を計 2 回開催し、調査手法の改善、インベントリ報告への反映方法等に

ついての検討を行った。また、受託者が参集する全国会議を開催した。 

 

1)  平成２８年度農地土壌炭素貯留等基礎調査事業「農地管理技術検証」検討会 

開催日時：平成 28年 12月 28日（水）9：30 ～ 16：30 

開催場所：文部科学省研究交流センター（茨城県つくば市竹園 2-20-5） 

有識者：犬伏和之教授（千葉大学大学院園芸学研究科） 

参加者 20名 

内容：本調査事業のうち（２）技術検証の各実施機関の結果報告および指導・とりまとめ業務に関わる、

今年度の結果および研究とりまとめ方針に関する検討を行った。 

 

2）「平成２８年度農地土壌炭素貯留等基礎調査事業（指導・とりまとめ業務）農地管理実態調査、検

討会」 

開催日時：平成 29年 1月 25日（水）13：30～17：00 

開催場所：農研機構御徒町会議室シモジンビルディング２F 

有識者：寳示戸雅之教授（北里大学獣医学部）、 

石塚成宏氏（森林総合研究所、土壌資源研究室室長）  

内容：本調査事業のうち（１）農地管理実態調査の指導・とりまとめ業務に関わる、全国データのとり

まとめ、インベントリ報告への反映方法等に関して検討を行った。 

 

3)  平成２８年度農地土壌炭素貯留等基礎調査事業全国会議 

開催場所：日本教育会館 中会議室 

開催日時：平成 29年 2月 1日（水）13：30～ 22日（木）12:00 

参加者 90名 

内容：本調査事業全体について、とりまとめ担当者、調査実施者による結果報告及び検討を行った。 

 

 

 


